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1. はじめに 近年の異常降雨による水害の激甚化と治水対策の重要性を背景に，令和 2 
年から事前放流等によるダム洪水調節機能の強化が図られている．農業用ダムについて

は，流域治水対策の一環として，農業用水確保に関するリスクをできるだけ下げつつ有

効な洪水調節機能の発揮を図る必要がある．流域の特性やダムの利用状況等を踏まえた

流域単位での合理的な洪水調節機能の発揮および，農業用ダム連携を中心とするダム運

用方法の在り方を検討することを目的として，大淀川水系を事例に流域の貯留能力評価

指標を用いた農業用ダムの洪水調節機能について検討した． 
2. 検討対象流域内ダムの洪水調節可能容量 大淀川は流域面積 2,230km2，幹川流路延

長 107km の一級河川であり，年平均雨量は約 2,600mm に達し，特に 8, 9 月の台風によ

る降雨が多い河川である．表 1 にダム諸元と，治水協定の⑦洪水調節容量（治水容量） 
および⑧洪水調節可能容量（事前放流）を示す．水系で洪水調節に活用できる容量は，治

水・電力ダムで 95,357 千 m3，農業用ダムで 3,924 千 m3 である．また逆マスカーブによ

るかんがい確保容量曲線から 1/10 渇水年のリスク回避を考慮した農業用ダムの空き容量

を算定すると（図 1），時期によってはさらに⑨6,504 千 m3 を活用できる可能性がある． 
表 1 大淀川水系流域内ダム諸元と洪水調節に活用できる容量  
Table.1 Dams subject and flood control capacity in the Oyodo river basin 

   
3. 農業用ダムの治水機能評価 洪水調節計算によらずとも水系の貯留能力を評価する

指標として，想定される最大の降雨は水系を細分化したサブ流域単位の貯留能力の何倍

に相当するかを示す修正比較定数αca（＝検討対象地点における想定最大規模雨量／流域

相当雨量）が提案されており，近年洪水における本川氾濫は概ね 40 を閾値として発生し

ている 1)．ダム地点，合流地点を考慮して大淀川水系を 11 のサブ流域に分割し，評価対

象地点（各サブ流域末端）より上流域のダムの B.合計洪水調節容量を同地点までの累計

サブ流域面積で除して C.流域相当雨量を求め，想定最大規模雨量（降雨継続時間 48 時

間）に対する修正比較定数αca を 100 を上限として算定した（表 2）．  

有効貯
水容量

直接
流域

間接
流域

洪水調節
容量

（千㎥） （k㎡） （k㎡） （千㎥） 治水協定
① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧

Aダム F,N,W,P Ｇ 14,270 131.5 - 11,000 3,270
Bダム F,N,P Ａ 18,800 149.3 1.0 7,900 8,021
Cダム F,P G 33,900 87.0 14.0 14,500 1,594
Dダム F,P G 41,000 354.0 - 35,000 4,388
Eダム F,N Ｇ 620 4.4 - 540 72
Fダム P G 2,950 941.0 - - 5,583
Gダム P G 3,653 1373.6 - - 2,494
Hダム N,P G 416 180.0 101.0 - 995
Iダム A Ｇ 3,800 43.0 - - 347 2,359 (+2,012 )
Jダム A Ｒ 6,200 10.2 - - 813 1,625 (+812 )
Kダム A Ｒ 6,000 5.1 18.4 - 564 2,320 (+1,756 )

Lダム A Ｇ 7,500 54.5 - - 1,644 1,644 -
Mダム A Ｒ 4,250 1.3 25.2 - 331 1,210 (+879 )
Nダム A Ｇ 1,920 4.9 9.2 - 225 1,270 (+1,045 )

29,670 119.0 52.8 - 3,924 10,428 (+6,504 )
※②F:洪水調節, N：不特定, A:かんがい, W：上水, P：発電 農業用ダム（B,Eダムは不特定かんがい）
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　　計95,357千m3

洪水調節可能容量（千㎥）
(事前放流)

協定値から増量
⑨
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図 1 かんがい確保容量曲線（K ダム） 
Fig.1 Envelope of irrigation secured capacity  
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図 2 に①農業用ダムを考慮しない場合と，③農業用ダムの渇水リスクを考慮した空き

容量を洪水調節可能容量として活用した場合について，修正比較定数αca で塗り分けた

流域分割図と，洪水災害との関係を把握するため洪水浸水想定区域（想定最大規模）2)を

示す．特に F ダムより上流域の貯留能力が小さく，農業用ダムの空き容量を活用すれば、

流域の貯留能力向上に寄与することがわかる．また K,N ダムの間接流域であるサブ流域

3 には，貯留施設がなく，氾濫実績もある．原則，洪水時は導水しないダムであり，水利

権量および施設容量の制限があるものの，間接流域からの導水により下流への流下量を

低減できれば浸水範囲を軽減する効果が発揮できる可能性がある． 

表 2 修正比較定数αca 算定表  

Table.2  The calculation table of modified comparative constant α 

 

 

 【①農業用ダムの考慮なし】   【③農業ダムの考慮あり（空き容量を活用）】 

図 2 大淀川水系流域分割図  
Fig.2 sub-basins of the Oyodo river  

4. 今後の課題 農業用ダムの空き容量の活用が流域の貯留能力向上に寄与し，また間接

流域からの導水により洪水浸水被害を軽減できる可能性があることがわかった．今後，

事例研究としてダムの運用方法による洪水調節効果の定量化と，現実的な洪水調節機能

の増強方法ついて検討し，他水系への適用について検討する．  
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サブ 累計 ①治,電 ②治,電,農 ③治,電,農増 ①治,電 ②治,電,農 ③治,電,農増 ①治,電 ②治,電,農 ③治,電,農増

1 123 123 0 331 1,210 0.0 2.7 9.8 1,104 100 100 100
2 93 93 0 225 1,270 0.0 2.4 13.7 1,117 100 100 82
3 138 138 0 0 0 0.0 0.0 0.0 1,099 100 100 100
4 212 212 0 564 2,320 0.0 2.7 10.9 1,080 100 100 99
5 380 946 5,583 8,347 12,027 5.9 8.8 12.7 831 100 94 65
6 431 431 39,388 41,032 41,032 91.4 95.2 95.2 980 11 10 10
7 73 73 0 813 1,625 0.0 11.1 22.3 1,126 100 100 50
8 70 70 0 347 2,359 0.0 5.0 33.7 1,127 100 100 33
9 502 502 47,280 47,280 48,280 94.2 94.2 96.2 943 10 10 10

10 76 1,596 48,077 52,001 58,505 30.1 32.6 36.7 791 26 24 22
11 132 2,230 95,357 99,281 105,785 42.8 44.5 47.4 769 18 17 16

※①は既存治水ダムと既存電力ダムの洪水調節容量＋洪水調節可能容量（事前放流）を考慮した場合
　 ②は①に対して農業用ダムの治水協定における洪水調節可能容量（事前放流）を考慮した場合
　 ③は②に対して渇水リスクを考慮した農業用ダムの空き容量を洪水調節可能容量として活用した場合

修正比較定数αca D/CD.想定最大規模
雨量(mm/48h)

NO
A.流域面積(k㎡) B.合計洪水調節容量（千m3） C.流域相当雨量B/A（mm）
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